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番 号：140322 

国 名：カンボジア 

担当部署：農村開発部水田地帯第一課 

案件名：流域水資源利用プロジェクト（気象・水文観測網の改善・強化支援） 

 

１．担当業務、格付等 

（１）担当業務：気象・水文観測網の改善・強化支援 

（２）格 付：３号 

（３）業務の種類：専門家業務 

 

２．契約予定期間等 

（１）全体期間：2014年6月下旬から2014年10月下旬まで 

（２）業務Ｍ／Ｍ：国内 ０．３０Ｍ／Ｍ、現地 ３．３０Ｍ／Ｍ、合計 ３．６０Ｍ／Ｍ 

（３）業務日数： 準備期間     現地調査期間     整理期間  

          ３日       ９９日       ３日 

 

３．簡易プロポーザル等提出部数、期限、方法 

（１）簡易プロポーザル提出部数：１部 

（２）見積書提出部数：１部 

（３）提出期限：6月4日(12時まで) 

（４）提出方法：専用アドレス (e-propo@jica.go.jp)への電子データの提出又は 

郵送(〒102-8012 東京都千代田区二番町5番地25二番町センタービル)(いずれも

提出期限時刻必着） 

※2014 年 2 月 26 日以降の業務実施契約（単独型）公示案件（再公示含む）より、電子媒体に

よる簡易プロポーザルの提出を本格導入しています。 

提出方法等詳細については JICA ホームページ（ホーム＞JICA について＞調達情報＞お知ら

せ＞「コンサルタント等契約における業務実施契約（単独型）簡易プロポーザルの電子提出

本格導入について」（http://www.jica.go.jp/announce/information/20140204_02.html）を

ご覧ください。なお、JICA 本部 1 階調達部受付での受領は廃止しておりますので、ご持参い

ただいても受領致しかねます。ご留意ください。 

 

４．簡易プロポーザル評価項目及び配点 

（１）業務の実施方針等： 

①業務実施の基本方針 １６点 

②業務実施上のバックアップ体制等 ４点 

（２）業務従事予定者の経験能力等： 

①類似業務の経験 ４０点 

②対象国又は同類似地域での業務経験 ８点 

③語学力 １６点 

④その他学位、資格等 １６点 

（計１００点） 

類似業務 気象・水文観測網整備計画及び設計・施工管理業務 

対象国／類似地域 カンボジア／全途上国 

語学の種類 英語 

 

５．条件等 

（１）参加資格のない社等：特になし 
（２）必要予防接種：なし 

 

http://www.jica.go.jp/announce/information/20140204_02.html
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６．業務の背景 

カンボジアでは、農業が国内総生産(GDP)の 35%、就業人口（約 750 万人）の 5 割以上（農村部に

おいては 8割以上）、主要穀物として 878 万トンの米を生産する重要な産業となっている。 

 カンボジアは豊富な水賦存量を有するが、トンレサップ湖やメコン川は制御が困難であり、灌

漑や発電での利用に適した支流の水資源は限定的である。近年、この水資源を活用し、同一河川

流域内に灌漑開発や電力開発等の事業を実施する例が見られるが、関係機関間の調整を欠いた状

況で計画されており、これら事業における計画水量の確保が懸念されていることから、流域水資

源開発計画の策定が求められている。さらに、今後、社会経済の発展にともない、流域内での水

需給が逼迫し、農業用水と他の利水者との競合、農業用水間での競合が激化することも予想され

ることから、調和のとれた健全な水資源管理も求められている。 

 特に、トンレサップ湖西部及びプノンペン南西部は、主要な米生産地であり、農業生産のポテ

ンシャルが高く、水需要も高いため農業用水利用者間での水利調整の重要性が高い。このため当

地域においては、流域単位での水利用調整の仕組みを構築し、利水者による水利調整の試行等を

通じて、効果的、公平かつ持続可能な水資源管理を行うことが必要となっている。 

これまでに、JICA は水資源気象省(MOWRAM)において、灌漑分野人材育成機関の設立と水利技術

者の基礎的灌漑技術力の向上を目的とする「灌漑技術センター計画（フェーズ 1（2001-2006）、

センターの機能強化と末端灌漑施設の管理と開発に係るモデル事業（農民参加型水管理手法導入）

の実証を目的とするフェーズ 2（2006-2009））」を実施し、現在、灌漑管理・開発の知見を有した

水利技術者の育成と基幹灌漑・末端灌漑施設管理・開発モデルの普及を目的に、「流域灌漑管理

及び開発能力改善プロジェクト（TSC3）」を実施中である。  

 しかしながら、水資源の持続可能な開発のためには、水資源管理に係る政策策定及び法整備、

灌漑排水施設・洪水制御施設の整備、農民水利組合の育成強化等に取組む MOWRAM を中心に、関係

省庁、ドナー、民間事業者等の関係機関間の調整の下に、限られた水資源を調整・管理すること

が急務となっているが、MOWRAM の流域水資源管理能力は、かかる知見・技術及び関係機関間の調

整メカニズムの欠如から制約されたレベルに留まっている。  

かかる背景を踏まえ、カンボジア国政府より、有償資金協力による「トンレサップ西部流域灌

漑施設改修事業（2011 年～2017 年）」及び「プノンペン南西部灌漑・排水施設改修・改良事業（計

画策定中）」の対象地域における流域管理体制の構築を目的とする技術協力プロジェクトの要請が

なされた。 

 これを受けて、JICA は 2013 年 12 月に詳細計画策定調査を実施し、2014 年 5 月から 2019 年 5

月までの 5年間を協力期間とし、MOWRAM をカウンターパート（C/P）機関として、トンレサップ

湖西部及びプノンペン南西部において、気象・水文データ及び情報の収集・管理、河川水資源利

用を調整する組織的枠組みの構築、流域流出モデル及び水収支モデルの作成、流域水資源開発計

画及び管理計画の策定を行うことにより、流域単位での水利用の調整のための仕組みを作り、も

って利水者間での公平で効率的な水配分を実現することを目的に、「流域水資源利用プロジェクト」

を実施することとし、R/D の署名・交換を行った。 

2014 年度は、長期専門家 4名（プロジェクトチーム：チーフアドバイザー／水資源開発、流域

水資源管理、流域灌漑管理、及び業務調整／研修計画）を派遣し、対象流域における気象・水文

データ及び情報の収集と情報管理システムの構築、河川水資源利用を調整する組織的枠組みの構

築、流域流出モデル及び流域水収支モデルの作成、流域水資源開発計画の策定を進める計画であ

る。 

 

７．業務の内容 

本業務従事者は、トンレサップ湖西部及びプノンペン南西部の6つの河川流域における流出解析

に向けた流域降雨量及び河川流量の観測システムの強化のために、長期専門家とともに、観測網

の改善・強化計画（案）の立案に関するC/Pへの支援を行い、併せて雨量観測機器及び水位観測機

器の設置工事に係る業者選定のための入札図書の作成を行うことを目的としています。 

なお、観測機器等の調達・設置工事は、6つの流域（プルサット川流域、バッタンバン川流域、

ムン・ルセイ川流域、ボリボ川流域、プレクトノット川流域及びスラコウ川流域）を 2つのグル

ープに分け、2年に分けて実施するため、本業務においては各グループの対象流域（3流域）を選
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定し、入札図書は初年次の１グループ分を作成することとします。 

具体的担当事項は次のとおりです。 

（１） 国内準備期間（2014 年 6月下旬） 

① プロジェクト関連資料（詳細計画策定調査報告書）を確認し、プロジェクトの内容につ

いて把握する。 

② プロジェクトとの連絡･調整に基づき業務内容を検討し、現地での活動計画、C/P機関へ

の支援内容及び工程（案）を記載したワーク・プラン（和文・英文）を作成し、JICA農

村開発部へ説明し、提出する。 

 

（２）現地派遣期間（2014 年 6月下旬～2014 年 10 月上旬) 

① ワーク・プラン（英文）を基に、C/P及びプロジェクトチームと、現地派遣期間中の業務

工程、業務方針について詳細を打合わせる。 

② 現在の観測状況を調査し、C/P 及びプロジェクトチームと協議の上、C/P と協働で 6流域

の観測網改善・強化計画案（計画案）を立案し、その費用を概算する。それらの結果を

気象・水文観測網改善・強化計画書（英文）として取りまとめる。同計画書には次の内

容を含む。 

ア 6 流域における既存の観測体制の現状と課題について（観測体制、観測期

間、観測記録の保存・整理状況、共有状況など課題の洗い出し） 

 

イ 6 流域における観測体制の改善・強化計画案の方針・概要（観測体制、観

測機器配置計画、観測維持管理コストの概算等） 

ウ 3 流域における計画に組み込まれる観測地点の現地調査結果（既存および

新規を含む、測量図面等） 

エ 3 流域における観測機器及び観測施設（データ伝送のための機材を含む）

の技術仕様オ 3 流域における観測網の維持・管理のための調査機材など

の技術仕様 

カ 3 流域における観測機器等の調達・設置費用の概算 

③ 観測機器の調達方法、設置工事の実施方法及び業者の選定方法について、プロジェクトチ

ーム及び JICA カンボジア事務所と協議の上決定し、必要な書類(案)（入札図書等）を作成

する。 

④ 現地業務結果報告書（英文）を作成し、C/P 機関、プロジェクトチーム、JICA カンボジア

事務所に提出し、報告する。 

 

（３）帰国後整理期間（2014 年 10 月中旬） 

専門家業務完了報告書（和文）を作成し、JICA農村開発部に提出し報告を行う。 

 

８．成果品等 

業務の実施過程で作成、提出する報告書等は以下のとおり。 

なお、本契約における成果品は（３）専門家業務完了報告書とする。 

（１） ワーク・プラン（和文３部：JICA農村開発部、プロジェクトチーム、JICAカンボジア事務

所、英文４部：JICA農村開発部、プロジェクトチーム、JICAカンボジア事務所、C/P機関） 

 

（２） 現地業務結果報告書（英文３部：JICA農村開発部、JICAカンボジア事務所、C/P機関） 

記載項目は以下のとおり。 

① 業務の具体的内容 

② 業務の達成状況 

なお、現地業務結果報告書には以下のものを添付することとする。 

・気象・水文観測網改善・強化計画書 

・観測機器設置工事のための入札図書（案）（上記７．（２）③を参照のこと） 
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（３） 専門家業務完了報告書（和文３部：JICA農村開発部、プロジェクトチーム、JICAカンボ

ジア事務所） 

記載項目は以下のとおり。 

① 業務の具体的内容 

② 業務の達成状況 

③ 業務実施上遭遇した課題とその対処 

④ プロジェクト実施上での残された課題 

⑤ その他 

現地派遣期間中は、業務従事月報を作成し、JICA農村開発部及びJICAカンボジア事務所に

提出する。 

なお、上記成果品の体裁は簡易製本とし、あわせて電子データも提出する。 

 

９．見積書作成に係る留意点 

本公示にかかる見積書の積算を行うにあたっては、「コンサルタント等契約における見積書作

成ガイドライン（2014年4月）」

（http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html）を参照願い

ます。 

留意点は以下のとおり。 

（１）航空賃及び日当・宿泊料等 

航空賃及び日当・宿泊料等は契約に含みます（見積を計上して下さい）。航空賃については、

成田（日本）－プノンペン（カンボジア）間を計上して下さい。 

 

（２）直接人件費月額単価 

 ・直接人件費月額単価については、平成26年度単価を上限とします。 

  http://www.jica.go.jp/announce/information/20140212.html 
 

10．特記事項 

（１）業務日程／執務環境 

① 現地での業務体制 

本業務に係る現地プロジェクトチームの構成は、以下のとおりです。（本業務の現地作業

期間に派遣される長期専門家のみ記載しています）。 

・チーフアドバイザー/流域水資源開発（2014 年 5月より派遣予定） 

・流域水資源管理（2014 年 6 月より派遣予定） 

・流域灌漑管理（2014 年 8 月より派遣予定） 

・業務調整/研修計画（2014 年 8 月より派遣予定） 

 

② 便宜供与内容 

当機構カンボジア事務所及びプロジェクトチームによる便宜供与事項は以下のとおりです。 

ア 空港送迎 

なし 

イ 宿泊手配 

なし 

ウ 車両借上げ 

現地調査、関係機関との協議等に係る車両の提供  

エ 通訳傭上 

なし 

オ 現地日程のアレンジ 

プロジェクトチームが必要に応じアレンジします。 

カ 現地調査用機材（河川横断測量、流量観測作業など） 

http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html
http://www.jica.go.jp/announce/information/20140212.html
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プロジェクトチームが必要に応じアレンジします。 

キ 執務スペースの提供 

プロジェクトオフィス内の執務スペース提供（ネット環境完備） 

 

（２）参考資料 

① 本業務に関する以下の資料を当機構農村開発部水田地帯第一課（TEL:03-5226-8446）に

て配布します。 

・カンボジア流域水資源利用プロジェクト詳細計画策定調査報告書 

 

② 本業務に関する以下の資料が当機構図書館のウェブサイトで公開されています。 

・カンボジア国流域灌漑・排水基本計画調査予備調査・事前評価調査報告書

http://libopac.jica.go.jp/search/detail.do?rowIndex=23&method=detail&bibId=000

0172955 

カンボジア国流域灌漑・排水基本計画ファイナルレポート 

http://libopac.jica.go.jp/images/report/P0000245968.html 

カンボジア国灌漑・排水施設改修事業準備調査ファイナルレポート 

http://libopac.jica.go.jp/search/detail.do?rowIndex=21&method=detail&bibId=100

0011020 

 

（３）その他 

① 業務実施契約（単独型）については、単独（１名）の業務従事者の提案を求めている制

度ですので、複数の業務従事者によるプロポーザルは無効とさせて頂きます（冒頭留意

事項参照）。 

 

② カンボジア国内での作業においては、当機構の安全管理措置を遵守するとともに、当機

構総務部安全管理室、カンボジア事務所の指示に従い、十分な安全対策措置を講じるこ

ととする。 

 

③ 本案件の専門家は、日本国政府の施策「緑の未来協力隊」（※）のひとつとして位置づ

けられる。専門家としての活動自体は通常の技術協力と同様であるが、「緑の未来協力

隊」への趣旨を理解し、緑の未来協力隊ホームページへの活動記録の公表等、広報活動

ついて協力を行う（右協力の有無による契約金額等の変動はない）。 

※緑の未来協力隊：日本政府は、平成24年6月の国連持続可能な開発会議（リオ＋20）で

の玄葉大臣の政府代表演説の中で，環境未来都市の世界への普及，世界のグリーン経済

への移行，強靭な社会づくりの3本柱を中心とする貢献策「緑の未来」イニシアティブを

発表。グリーン経済への移行のための具体的支援の一環として，今後3年間で1万人規模

の「緑の未来協力隊」を編成して途上国の人づくりに協力することを表明した。 

緑の未来協力隊ホームページ： 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/mmk/index.html 

 

以上 

 

http://libopac.jica.go.jp/search/detail.do?rowIndex=23&method=detail&bibId=0000172955
http://libopac.jica.go.jp/search/detail.do?rowIndex=23&method=detail&bibId=0000172955
http://libopac.jica.go.jp/images/report/P0000245968.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kankyo/mmk/index.html

